
Title 米国高等教育機関における教学IRの訪問調査

Author(s) 宮本, 淳; Miyamoto, Atsushi; 山田, 邦雅 他

Citation 高等教育ジャーナル : 高等教育と生涯学習, 26, 77-81

Issue Date 2019-04

DOI https://doi.org/10.14943/J.HighEdu.26.77

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/73555

Type departmental bulletin paper

File Information HighEdu.26_77.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



＊

米国高等教育機関における教学 の訪問調査
宮本 淳 ＊＊，山田 邦雅 ，細川 敏幸

1）北海道大学総合 室教学部門

2）北海道大学高等教育推進機構

─

はじめに

米国に （ ）
が設立されたのは 1966 年であり，高等教育機関の
組織的な調査研究である （以下

と略す）が始まってすでに 50 年以上になる。北
海道大学は，日本の大学では比較的早くから教学に
関する に取り組んでいるが，大学間連携による
組織的な活動が始まったのは 2009 年であり，10 年
ほどの歴史になる。10 年の間に，国内の国公私立大
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学との連携事業として大学間共通学生調査を準備
し，その結果を連携大学と比較し，自学の強みと弱
みを数値データとして可視化するシステムを整備し
た。このシステムは，大学 コンソーシアムが運
営し，2018 年 8 月末現在 54 校が加盟しており，一
定の成果を挙げている。しかし， 活動の推進体制
や教育改革の成功事例の共有などは十分とは言え
ず，日本における教学 活動は，各大学で試行錯誤
しているのが現状であると言える。2018 年 3 月に，
近年の米国の教学 の状況を知るために東部の大
学および教育統計機関の訪問調査を行ったので，そ
の内容を報告する。米国で行われている各種調査の
内容等は ページ等に詳細が掲載されているの
で，本報告では，聞き取りで得られた情報を中心に
述べる。

1．マサチューセッツ工科大学

マサチューセッツ工科大学の グループは，
（学長室）に所属しており，10 名

のスタッフで活動している。ここでは，教育，研究，
財務を一括して扱っている。学生に対する学修状況
調査については，表 1のように行われている。

表 1．マサチューセッツ工科大学における学修状況調査

調査対象 調査間隔
学士課程 新入生 2年

全学生 4年
4年生 2年

大学院 全学生 4年

調査結果については，15 名のレビュアーによって
2 年毎に学部単位でチェックを行い，報告されてい
る。また，公表はされていないが，学部毎に報告書
を作成している。学修状況調査結果については，

ページ（ ）に報告されている。
在校学生に対する調査に加え，卒業生，教職員に対
する調査も実施しており，それぞれの調査結果の要
約と全設問の基礎集計表とグラフの掲載が基本構成
になっている。このように公表されている調査につ
いては，データの解釈等は行っておらず，集計結果
の提示に留まっている。学内においても グルー

プでは，評価，助言はしないものの，結果が深刻で
あるかどうかについては，コメントするとのことで
あった。また， グループが扱う各種調査は，100
くらいが同時に進行しており，全体をコントロール
しているとの説明があった。調査の数や ペー
ジ掲載の報告内容を考えると 10 名でもスタッフが
足りないのではないかと思われるが，主要なデータ
の収集と蓄積，報告の過程は， 活動の歴史の中で
体系付けられ，機械的に進められている様子をうか
がうことができた。しかし実際に安定してデータを
取るためには 10 年程度は時間が必要であり，体制
が確立するのには 35 年かかったとの話があった。
一方で，新しい要望も多く寄せられるとのことで，
「各種調査データをつなげて要望に応える」，「必要
に応じてインタビューや追跡調査を行う」等，随時
対応する取り組みも行っているとのことである。ま
た，人種などについては，学部毎に定義が異なって
おり，スタンダードを作ることも重要との話があっ
た。さらに，授業評価アンケートを実施しており，
これについては評価まで行っており，教員は
上で見ることができるとのことである。
ファクトブックには，ハンドブック版と冊子版が

あり，前者は文庫本サイズ以下で，表紙，裏表紙は
仕掛け絵本のような作りになった凝ったものであっ
た。両者とも，教育・研究・財務に関する基礎デー
タを掲載したいわゆるファクトブックというより
は，大学紹介の中に基礎データの掲載があるという
体裁である。冊子版は， とタイト
ルがついており，学修状況，学修成果に関する内容
については掲載がなく，別途既述の調査結果を参照
する必要がある。

2．米国教育統計センター

米国教育統計センター（
： ）は，連邦政府機関であり，

教育省（ ）内に設置されてい
る。ここでは，米国の教育に関するデータの収集，
分析，報告を担っている。なお，米国の 活動や米
国教育統計センターの役割の詳細については，小林
（2014）に詳細な解説がある。高等教育に関する調
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査として挙げられたのは，以下の 4つであり，さら
にデータ可視化ツールを提供しているとの説明が
あった。

・ （ ）
・
（ ）
・ （ ）
・ （ ）

調査の主な目的としては，政府の高等教育に対す
る予算配分に際し，

①高等教育機関に所属する学生の属性
②学生の在籍先
③学費の支払い，奨学金などの状況
④学修成果（主専攻変更の状況，就職先など）

のデータを法的に収集し，状況を把握する義務があ
るとのことである。調査の詳細な内容は， ペー
ジ（ ）に掲載されている。データ
ベースは非常に充実しており，それぞれの調査ペー
ジのフォーマットは共通化され，「 」から膨
大な集計結果を参照することができる。
は，表やグラフの閲覧機能（ ），統計分析
機能（ ），経年変化分析機能（ ）
の 3つの機能を持っており，後者 2つの機能の利用
にはアカウントの取得が必要である。
以下，米国教育統計センターの活動について得ら
れた情報を箇条書きで列挙する。

・調査については，元々各大学や研究者が行ってい
た調査を国の調査として取り込んできたものが多
いとの説明があった。
・追跡調査が充実している。追跡は卒業後にまで及
んでおり，電話やオンラインでインタビューも
行っているとのことである。調査時に 60 分当た
り 20～30 ドルの協力金を支払うとの話もあった。
個人情報に関して， は取得しているが，分析前
に個人は特定できないように配慮しているとのこ
とである。
・多様化している学歴に対応した調査を実施してい

る。例えば，中等教育後にすぐに高等教育機関へ
入学しなかった学生（日本で言う浪人ではなく，
一旦就職するなどした後の高等教育機関への入
学）や在学中に専攻や所属機関を変更した学歴，
オンラインキャンパスの学生の属性等である。

・我々が訪問した部署では，マサチューセッツ工科
大学の グループと同様に得られた結果に対す
る評価や助言は行わないとのことであった。評価
や助言については，別の部署で扱っており，特定
の大学に委託し，研究としても進めているとの説
明があった。

・連邦政府と州政府で，予算等様々なデータの定義
が異なることがあり，スタンダードを作る研究も
進めているとのことである。データの定義につい
ては，マサチューセッツ工科大学でも学部間差の
話があり，学内と全米と規模は異なるが，同じ課
題に取り組んでいることがわかる。

・州ごとの分析を進めている。東海岸の大学グルー
プ等，教育機関のグループ化も行っている。

・留学生については，分類はするものの国別の調査
は行っていない。個人的には米国の高等教育機関
に学ぶ世界各国多数の留学生の学修成果や出身国
へ帰ってどのような活躍をしているのかに興味が
あったが，詳細な分析を行っていないとのことで
ある。

・20 年ほど前から卒業率を計算し始めた。予算配
分，アクレディテーションのための成果指標のひ
とつとなるものである。

この部署では，学生の経済状況や学歴，そしてキャ
リアパスを詳細に追跡して調べようとしていた。経
済に関しては，「学生やその家族の高等教育への支
出」，「奨学金の受給状況」，「ローンの額」，「なぜさ
らなる奨学金が必要となったか」，「学生の属性や奨
学金原資によって補助がどのように違うか」等を調
べている。さらに学歴については，「学士課程卒業
までの期間」，「卒業した主専攻に関係する職業に就
いたか」，「大学院には進学したか」，「 （ ，

， ， ）専攻の卒業
者と他の専攻との違い」などを調べている。徹底的
に調査するという姿勢をうかがうことができた。
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3．ニューヨーク市立大学

本訪問調査において，現地カウンターパートとし
て尽力いただいたエレス・レンチナー氏の所属する
大 学 で あ り，

を訪問した。8名のスタッフで活動を推
進している。業務として最初に挙げられたのは，既
述した米国教育統計センターが運用する

（ ）や
ニ ュ ー ヨ ー ク 市（

）への各種データ提出であり，これらは
義務化された報告である。学生に関するデータ収集
としては，受験生のデータ，高校の ， （大
学進学適性試験），性別等の基本属性，収入，在学中
の成績などが挙げられた。さらに，属性には人種や
家族の状況が含まれる。人種については，「高等教
育は人種に依らず機会均等でなければならない。し
かし，調査してみると差が生じている。これは重要
な情報であり，大きな問題である。」との説明があっ
た。
アンケート調査の回収率は 10％程度とのことで
ある。回収率向上への対策としては，協力者へのイ
ンセンティブが挙げられるが，ニューヨーク市はく
じ（抽選でインセンティブを与える）を禁止してい
るので，地下鉄のカードを与えているそうである。
データ報告の義務としてルーチン化された業務に
加えて，大学や教員からのデータ分析の要請に随時
対応しているそうである。また，学外からのデータ
分析の要請もあるとのことである。さらに，学生支
援に関する説明があった。 担当者は，変更はでき
ないが学生の成績を見ることができ，成績不振者リ
ストを作成し，次学期での挽回を促している。ここ
でも，既述の 2 つの機関と同様に， 部署として
データ，分析結果は提供するが，評価や解釈はしな
いとの説明があった。

4．まとめ

本報告のまとめとして，米国と日本の教学 の
現状との比較，課題について，筆者の私感も含めて
以下に箇条書きで述べる。

・日本では学内に散在していた各種データを収集
し，一元化しようとする学内の活動が行われてい
る。米国においては，そのような各種データは，
各大学におけるルーチン化した作業を経て米国教
育統計センターに代表される機関が所管するデー
タベースへ登録されている。あらゆるデータが整
理され，見たい時に見られる体制が整っているよ
うに見えたが，あらためてデータベースを見ると
あまりにも膨大なデータ量のため必要な情報を得
るのは簡単ではないように感じた。これは，得ら
れたデータをとにかくデータベースに登録するこ
とを優先し，データの加工や比較は後で行おうと
してきたことの弊害ではないかと感じており，次
に挙げた内容にもつながる。

・訪問した 3つの機関で「データ定義のスタンダー
ドを作る」という話題が共通して挙がったことが
興味深い。我々も例えば学修状況調査において，
学生の活動時間をたずねる項目で時間区分をどの
ように設定するのかが問題になっている。ある調
査では区分を「1-2 時間，3-4 時間，……」として
おり，ある調査では「1-5 時間，6-10 時間，……」
となっている。これは単純にどちらかに揃えれば
いいという問題ではない。後者を選択した場合，
5時間以下の活動は一括りにされてしまうので，
時間分解能が前者に比べて低くなってしまう。比
較を考えれば，揃える必要があるので，どう調整
するのかは，充分に検討する必要がある。また，
同じような設問ではあるが，わずかな言葉の違い
や定義の違いで同じ設問としては比較できないと
いうことも生じている。今回の訪問で見せていた
だいた調査やデータベースは，一見確立され安定
して運用されているように見えたが，「データ定
義のスタンダードを作る」という 活動の根底
に関わるようなことについていまだに議論が続い
ていることに驚きを感じた。しかし，重要な課題
であるので，適宜今回の訪問を生かしてノウハウ
を共有したい。

・米国では，調査項目として人種，収入，親の学歴
が含まれていることが特徴的である。人種につい
ては，人種に依らない教育機会の均等の話があっ
たが，収入，親の学歴についてもそれに依らない
教育機会の均等に力を入れていることの表れであ
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ると考えられる。収入については，ニューヨーク
市立大学で，新しいデータソースとして

（ ）を使い
始めたとの説明があり，学生個人の経済状況の
データを得られるそうである。政府が所管する
データベースを利用して，大学が学生個人のデー
タを得ることができるのも米国の特徴である。
・今回訪問した 3 つの機関において，部署として
「データ，集計結果は提供するが評価や解釈はし
ない」という話題がもうひとつの共通の話題で
あった。あくまでも部署としての話であり，評価
や解釈は別の部署や大学に委託しているという話
もあり，個別の大学においては研究としても進め
られていると思われる。調査結果の解釈や教育改
革の事例にも興味があったが，今回の訪問では，
調査手法やデータの取得，データベースの話が中
心であった。調査結果の解釈や教育改革の事例に
ついても今回の訪問を生かし日米間比較などによ
り高等教育研究として進めていきたいと考えてい
る。
・ からは多少話題が逸れるが，各種調査やデータ
収集の説明において，米国の学歴には中等教育後
直ちに高等教育機関への入学を目指さず，一旦就
職後に入学する場合や，主専攻の変更と所属機関
の変更が存在する場合があることが話題に挙がっ
た。日本ではまだ稀な学歴である。特に追跡調査
においては所属機関の変更が問題になる場合があ
るとの話であったが，自由度が高いこのような学
歴は米国では特殊ではないことをうかがうことが
できる。高等教育のユニバーサル化の後には，こ
のような高等教育機関へのアクセスの多様化が生
じることを想像することができた。
・米国の は，データ収集やデータベース運用に
ついては，非常にシステマティックに行われてい
ることが確認できた。情報科学やコンピュータの

発達により，システマティックな動きに拍車がか
かり，膨大なデータの格納は容易であり，多様な
分析軸によるグラフ表示なども比較的簡単にでき
る。個人的な感想としては，ただただ膨大なデー
タに圧倒され，これでは本当に欲しい情報はどこ
にあるのかが分からないのではと感じるほどで
あった。そのような印象を受けた中で「データ定
義のスタンダードを作る」という話は，あらため
て必要なデータを整理し直そうという動向でもあ
ると捉えた。常に各種調査の目的，設問やデータ
の意味に立ち返りつつ を推進することが重要
であることを強調したい。
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